
本邦における日本住血吸虫症の医学地理学的研究Ⅰ1

- 甲府盆地における本症の衰退とその要因､

特に農業土地利用の変遷に着目して-

二 瓶 直 子

Ⅰ は じめ に

近年日本における日本住血吸虫症の発生は衰退の一途をたどり,現在では主要地域 として甲府盆

地があげられるのみvc到った｡ この事実は,世界の他の浸淫地では見 られぬ特異を現象として注目

されている｡ その原因としては,当然 まず第一vc各種の撲威対策が法的vc裏づけらnl)実施された

事があげられる｡ しかし,本症の複雑な発生機 序を考慮すると,単純vEそれのみで説明し得をい点

がある｡むしろ,撲滅対策の裏vc隠れた社会 ･経済的要因が重要であると考えられる｡ これらの要

因vcついて,疫学的立場から概説的顧 虫れた最近の報告vc横川(1972)2),久津見 ら(1972)5)

がある｡本稿では医学地理学的立場からの研究の第一段階として,既往の諸報文等を参照 しながら,

日本の浸淫地全体の変遷とその要因を整理 し概観 した｡ 次vc甲府盆地VCついて盆地内の地域性vc着

目し,本症の衰退とそれvc及ぼす社会 ･経済的 (主として農業構造 )要因を検討した.

Ⅱ 日本における本症の衰退とその要因

1 衰退過程

衰退過程を追 う方法vcは,現状では人の篠患率 (死亡者数 ･保卵者数),牛 ･犬 ･野鼠等人間以

外の終宿主感染率, ミヤイ1)ガイの感染率 ･生息地面積等からのアプロ-チしかをい. しかしこれ

さえも,既雀資料は地域 ･時期vcより測定 ･検査方法がまちまちで不備である事, 1949年以前

は届出の義務がなく4)患者数の実態を正確vc把握することが困難である等の理由で,全国的vc同一

基準のもとvc変遷を追 う事は困難である｡本稿では適宜比華的信潰性のある既往賓科の中か ら,患

者数及び死亡者数の例として神辺盆地をとりあげ,ミヤイリガイの生息状況vcついて全国的vc概観

し,衰退過程 を追った｡
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図 1 広島県神辺盆地における日本住血吸虫症の推移
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(1) 患者数および死亡者数 (図 1) ‥神辺盆地VCおける患者疲)は, 1920年vcは 2000人を

越 していたが, 1928年vcは 150人に激減 している. その後減少を続けるが.第 2次世界大戦

を境vc多少増加 している. 1951- 55年は 10- 70人でほとんど変化なく, 58年以降は殆

度発生していない.死亡者数も1952年以降 Oと在った.

表 1 本邦vcおけるミヤイ1)ガイ生息状況 と日本住吸虫症衰退 ･消威要因

地 域 県 名 坐

fWL域 千 葉茨 城埼 玉 1955年
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生息地域 芸県 名 i 亘 息 状 況 i撲洗対策その他の消波 .衰退要因

甲府盆地 山 梨 日本最大の生息地1964年 179dlha#-,}1970年 殺月剤,コンク リー ト帯,火陥放射器,牛の飼養頭数の減少(実験的か)

駿河湾 静 岡 1915年 575ha- 1918年絶滅 海水浸入,都市化,殺月剤
沿岸低地 - 1962年再発見-現存か 干拓

富羊鑓右岸 〟 1961年発見 50ha- 1962年絶滅 殺月剤,火陥放射器

芦田川流域(神辺盆地他 ) 広 島 大正初年発見800ha- 1958年1227ha-現在消滅か 殺月剤,コンク リー ト溝

岡 山 大正初年126ha- 1921年絶滅- 1956年 1砧 ha- 消滅か

(2) ミヤイリガイの生息状況 (表 1)6):かって広凡vc高密度vc生息 していた諸地域があった｡ 現

荏では,甲府盆地の他は,利根川流域,駿河湾沿岸低地vc僅かVC根跡をとどめている状態である｡

尚ここで注目すべきは,利根川流域あるいは神辺地方等の卑近を例の如 く,一皮絶滅 したと推定さ

れても,再発見の可能性が十分にある事である｡

寄生性風土病の撲滅方法は一般vc中間宿主の絶滅vcあるが, ミヤイ リガイは上記のようにマラリ

ア等の中間宿主の蚊vc比 し絶滅が困難である｡ その結果が図 1の患者数の減 り方vc表現される｡

2 衰退 ･消滅要因

拙好)で触れた本症の病理的複合の概念図において,人間 ･ミヤイ7)ガイ ･日本住血吸虫の5病

理的因子の持っべき至適環境条件は,それが逆vc働いた場合,現存する本症の衰退 ･消威要因とな

り得るOすをわち,終宿主の側から,農家人口の減少,水田面積の減少,水田耕作方法の変化 (例

えば農業の機械化とそれvcよる労働力の省力化 ),兼業化の進展に伴をう土地との接触機会の減少,

機械化による役牛減少等の他,衛生 ･医学水準の向上と,生活習慣の改善等があげられ,一･万 ミヤ

イリガイの側か らは,コンクリート清の建設,農地整鳳 河川の改修,都市化vc伴夜 う水質汚濁等

生息環境の悪化 土地利用の変遷 (水田率の減少 )等があげられる｡

ところで表 1に,既往資が )か ら日本各地の生息地vcおいてとられて来た対策とその他の主が 肖
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成 ･衰退要因をまとめてみた｡大部分の生息地vcおいては,殺貝剤散布,コンク1)- ト韓の建設,

火熔放射器等の撲滅対策が有効であったと考えられている. しかし利根川流域における衰退要因は

不明で,千葉 ･茨城県で 1971- 2年来再発見されている事実をみると,現在衰退している他の

生息地でも再び慢延の可能性があろ う. また甲府盆地vCおいて撲滅対策が実施されているVCも拘 ら

ず ミヤイリガイが現生することは,筑後川中流域 ･神辺盆地vC比 し,地形 ･土壌 ･地下水等の自然

条件,あるいはその他の人文条件が複雑を成立機序を形成 している為であろ ラ.

Ⅲ 甲府盆地の場合

1 衰退過程

甲府盆地 とい う1地域vc限定 しても,戦前からの消長を追 う事の出来る適当な資料は少ない｡

図2 甲帝盆地における日本住血吸虫症の衰退 と,撲滅対策
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死亡者数,人の保卵率,野犬 ･牛の感染率, ミヤイリガイの生息密度及び生息面積等から,1915

- 7 0年の消長を追った(図 2)0

(1) 死亡者数9) :1915- 28年ははば横ばい状態であったが, 29年頃か ら次第vc減少し64

年vcは 10人以下 となった. これvcより大よその減少傾向は確認できる0 本症感染後死亡vc到る迄

vcは相当の年月を経 るため,消波賓置を詳細vTL遇う資料としては不十分であり,他vc求める必要が

ある｡

(2) 保卵率10)ll)1 :1910- 11年当時の平均保卵率は 11.4夢で,比較的低率の地域は盆地

中央部の沖積地VCあるのVC対 し,高率を示すのは御勅使川簡辺地域である｡ 1925- 28年は

19.1帝, 1942- 45年は15.5abと尚か売 りの高率を示すが, 1944年以降激減 し,その

後多少の起伏があるが, 1957昼以降 1%以下と夜り現在VE到る｡ 12)

(5) 牛の保卵率15) :1946年までは50多以上であったが,その後減少し1951年vcは 6.8

多で, 60年以降は 1帝未満となった｡

(4) 野犬の感染率 :飯島ら(1962)14) Vcよると, 1954年及び62年の2回の調査から,

荒川以東では前年vcは10- 50帝の感染率が認められたが,後年vcは感染犬は 1頭も発見されな

かった.一方西部でも前年 50- 40多が,後年 10- 20帝台vC減少しているとい う｡すそわち

図 3 甲府盆地にかける日本住血吸虫症の有病市町村別変遷 とミヤイ リガイ密度別分布

o日本住血吸虫症の市町村別変遷図と最近の密度分布図 (1967. 1971年 )から作成
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この8年間に盆地全体で低下 し,特にその傾向は東部で著 しい事が認め られた｡

(5) ミヤ イリガイ生息状況 (図5):= 10- 11年現在鋸 口の看病市町村は,盆地中央部の氾濫

原低地及び御勅使川扇状地vcある｡ 1925年vcは笛吹川左岸の金川 ･浅川の両扇状地及び荒川流

域, 1925- 55年vcは御勅使川 ･坪川等の合流扇状地, 1955年以降vcは塩川 ･釜無用の合

流部の低地及び盆地南西部の笛吹川左岸の町村vc確認されている｡ll) 最近 のミヤィ.)ガイ密度分

布図15)では東部vcはほとんどおらず西部VC集中していることが分る｡生息面積は 1961年か ら

7 0年の間に約 4分のlVC縮少 した｡ 11),16)

2 撲滅対策一衰退の直接的要因 (図 2)ll)

山梨県vcおいては ミヤイリガイの発見以来主 として中間宿主の撲滅を中心 として種々の対策が,i

されてきた｡ 初期vcは報償金を出して人手vcよる月の採取がなされた. 1925- 58年vcは殺月

剤 として石灰散布を行 っている｡ 1940年以降石灰窒素に代 り, 1950年vCは 1100tを越

している｡ 1955年か らはNa-PCPが.相当量 17)散布されているが, 1965年からより有

効をユ リミン18) も加えられ,現在では春 ･秋あるいは夏にも散布されている. 又戦後 1時期vcは

火熔放射器vcよるカイあるいは生息地の草木の焼却が行われた.叉 ミヤイリガイの至適生息環境の

破壊を目的とした,濯概帯菜のコンク リー ト化が, 195 7年か ら10ケ年計画及び更vc延長され

て 7ケ年計画で実施されている｡

ところで, これ らの種々の撲滅対策は,実験的vc,あるいはある時点において効果がある事は疑

う余地がない.例 えば図 2か ら読みとる限 りコンク リ- ト藩の建設はミヤイ1)ガイの生息面横の減

少vcかなり有効であると考 えられる｡ しか し長期間の消長例えば終戦か ら現在 までの期間を追った

としても,実際vcどの程度効果があったか明確ではない｡19)

複雑を発生機序を持っ本症の消滅要因を考察するVCは,ただ単に撲滅対策のみでは不十分である｡

後葦では,間接的要因の うち,特vc農業の変化vc着 目して述べる事 とする｡

5 社会 ･農業構造の変化-その間接的要因-

ここで取 り上げた農業上の変化等は必ずしも人間の保卵率 の変化等 との相関を統計的VC処理す る

ことを目的 とするものではをいC 直接的あるいは間接的要因は夫々相互に関連 しあって作用するも

のであり,どれか 1要因をとって相関を追 う事は必ずしも真実を把握することではない｡ ここでは

間接的要因とをり得る事象vcっいて,盆地内の地域性を追求 し夜がら記す事 とするO

町村合併等vcより戦前の統計資料は使用困難である場合が多く,主として戦後の世界農林業セン

サス (昭和 25年, 50年, 55年, 40年, 45年 ),国勢調査を中心に県の刊行物等を利用し

た｡その他土地利用図や既往資料を参照 した｡
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(1) 有病地人 口の推移 :人口減は本症の複合を弱める｡ 山梨県の人口は 1920- 45年増加傾向

vcあったが, 1945年以降は減少傾向vcある.看病市町村の うち,甲府の都市化IR:より,甲府市,

竜王町,敷島町,昭和町が, また温泉 の湧出vcよる観光開発のため石和町vcおいて,人口の集中傾

向が見 られる｡一方 これ らの隣接地域の田富,八田,春 日居の町村で横ばい状態を示す他は,いず

れも減少している｡西部vc停滞及至増n]が見られ,東部は石和,春 日居を除き減少 している｡

(2) 農家人口及び農家数 ‥本邦vcおける職業別催患率は,農業従事者vc高い｡20) 本県の農家人口

及び農家数は,日本全体の傾向と同様減少している.統計資料の整っている1960年の農家人口

を 100とすると, 1970年は甲府市で 67と低値を記録する他は,各町村とも 75- 85とな

っている｡減少傾向の顕著を町村は,竜王,春 日居,石和,韮崎,双葉等で,東西の地域差は著 し

くをい｡同様に農家数も甲府市で 79と低い他は,大部分 90以上である｡竜王,石和,春 日居

(90- 9 2)等の都市周辺町村は,白根,双葉,昭利 (96- 98)vc比 し減少の度合が高い｡

(5) 専業及び第 1種兼業農家の減少 :総農家vc対するこれ らの農家の比率は,山梨県では全国平均

とほぼ同じ値を示すが,甲府盆地の各町村は, 20- 5095高率で 1970年 60- 80啓である.

しかし,いずれの町村も低下する傾向vcある. 甲府,石和,竜王の市町で低率である他, 1960

- 70年の変化は一般vC西部に著 しい低下が見られ,そのような場所でカイが多い｡

(4) 農用地面積の減少 :1960- 70年の間に甲府市の 28愛減を輩頭vc,竜王,春 日居,敷島

の町村に顕著である. これらは,いずれも住宅地,道路等の都市的土地利用vr_転換 したものであっ

て,カイの生息地をせばめる効果があったとみられる｡

(5) 農業の機械化 :農家 100戸当りの動力耕転機 ･農用 トラクターの使用台数は196D～ 70

年の閲で, 5- 25倍の増加を示す.農家の水田所有面積が様々夜ので.盆地内の町村を一様vc比

較する尊は無意味だが,水田率の高い西部では1970年現在玉聴,昭和,田富,八田で 75- 101

台を示す一方,甲府,竜王,敷島,若草,韮崎等で57- 64台と低値を示す｡ この事か ら機械の

導入の遅れている市町村は,カイの高密度分布地域とほぼ一致すると言える｡

(6) 牛の飼育 :動力耕転機の導入とともvc,役牛は殆産婆を消した｡その減 り方は町村vcよって非

常に異るが,肉牛vcついても同様で, 1950年あるいは 60年vc比 し, 70年は 140以下vc減少

している. このようVCみると,甲府盆地vCおける本症の減少傾向と役牛 ･肉牛の減少とは相関して

いる｡ しか し近年の乳用牛の増加については考慮する必要がある｡ 飼養農家数の増え方はそれ程明

瞭でないが,飼養頭数についてみると,甲府,竜王,敷島,玉穂,昭和,田富等の西部の市町村で

1960か ら70年の 10年間に2-4倍vc増加している｡ この事は,盆地西部域 vcをお力イが多

数生存している事,乳牛は役牛vc比し宿主としての効率は低い21)と言われているとはいえ,経営
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形態 (飼育方法 )vcよっては多分に危険性がある事を考えると,今後注意を要する問題である.

(7) 土地利用の変遷とその 2 ･5の要因 ‥a土地利用vcよる地域区分(図4)‥甲府盆地の農業土地

図 4 甲府盆地の土地利用区分囲

利用vc関する報文は種々あり, ここで詳述するまでもない｡本稿では本症と関係の深い土地利用,

特vc水田率等を中心として下記のず口く地域を区分 し,その特徴を明 らかにした｡ その際,土地利用

図vc現われた土地利用の変化 と,戦後の土地利用型の変遷を考慮 し,その他若干の既往資料を参照

した｡

土地利用図は明治 21年国土地理院発行 1:25,000,同 40年 1:50,000,昭和 58年

1:50,000の各地形図か ら求めた. 又これとは別vc近年 5年毎vc山梨県農政課vcよって作成さ

れている土地利用図の内,最新の 19 7 1年現在の図を利用した｡

土地利用型は,世界農林業センサスを資料 とし,Weaver(1954)25)Vcより決定 した｡ 尚本

柄では,水田をP.普通畑をU,果樹園をF,桑園をMで示し, 50感以上の作目は大文字で,50

飾未満は′ト文字で示した.

士地利弔区分の結果は下記の通 りである｡ A狭西 (御勅使川扇状地とその他の合成扇状地 ),A.

北部,A2 南部,B北部丘陵,C盆地中央部氾濫原低地,Cl 甲府市周辺 (含釜無用扇状地 ),C2

釜無用 ･笛吹川合流部周辺の低地,C｡石和周辺,D狭西 (金川その他の合流扇状地 )0

A扇状地磯層が広 く分布 し,江戸時代は林野,芝原で牧 として利用された｡ 徳島堰の開設後一部

で開田されたが,常習干害地であった｡明治時代の中心的商品作物は桶と葉煙草で,明治末期から
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大正vcかけそ桑園と在ったが荒地あるいは林地が混在 しているo Alでは 19 65年vcは御勅使左

岸で大部分水田となり,右岸の荒地は水田又は桑園vE転換 している｡ 19 70年では水田率約 5 0

帝でpm 型である｡ 1972年現在では,右岸では水田は減 じ.桑園vc果樹 (りんご,桃等 )が混

入している｡ 右岸では水田が主であるが,桑園地域vc果樹の混入も見られる.

A2 では一部客土vcより開田されているが,大部分は樹園地,畑地である｡昭和に入 り果樹や温

室園芸が増加し,戦後は多種の果樹 .施設園芸や養垂,養鶏,養豚,稲作を加えた集約的農業で,

蕃秦 ･複合園芸地域を形成 している｡ 1970年では水EEl塞 10- 20多で,Fmp 型である｡

B明治末期は畑地を主とし,沢沿いVC水田が分布し,林地も混在 している. 1960年現在 pm

型であるが, 19占5年では畑地は殆産桑園と75:るが尚mp型である｡ 現在果樹の桑園への侵入が

著 しい｡

C古来笛吹川 ･釜無用の氾濫vc伴を う洪水害の常習地で, また水田地域である.

Cl土地利用変化の顕著夜甲府盆地の中vcあって,比較的変化の少ない地域である｡ 現在では水

田率 50- 6 09あである. 明治末期には乾田の中vc桑図 ･荒地が混入する0 1972年vcは果樹

(ブドウ)が僅かVC侵入するが,土地利用型としてはpm である. この地域では都市化が著しい｡

明治末期には甲府の市街地は荒川橋以東vc限 られていたが, 1965年vcは荒川の左岸vc達 し,国

道沿いVCも拡がっている｡ また道路の建設 ･整備も著 しい.

C2 Clと同様水田率は 70轟vc達し,Pu型である｡ 戦前の桑園から,戦後田と普通畑 (麦,芋

類中心 )へ′更に 19 60年以降野菜類へと推移 し,桑園の増減,畑作物の交替に著 しい特徴があ

る｡

C｡ 笛吹川と平等川の河間地域は 19 07年洪水の後開墾,整備された. 明治末期の土地利用図

には条里が敷かれ,乾田,桑園の他にすでに果樹園も見 られる.荒地も散見する｡ しかし戦前の土

地利用はpm 型である｡戦後勝沼を中心とするブドウ栽培地域の拡大vCより,水田のブ ドウ園化が

進んだ｡戦後 pfあるいはpfm から1970年vcはFpあるいはFとなり水田率も20帝前後で

ある｡ この変化の状態は土地利用図で容易vc追跡 しうる. 1965年には南部の桑園は田VC変わり,

北部は桑園 ･水田が果樹vc転換 し初め,荒地は桑園VC変化 している｡ 19a7年現在では,北部か

ら中央部までブ ドウ等の果樹vE変わり,僅かに南部の水田地域vcも入 り初めている. また石和町周

辺の市街地化も見られる. 尚平等川の右岸地域も明治時代のPm型から, 196 5年にはpf型で,

現在はFとなっている｡

D江戸時代には狭西と同様牧 として利用されていたが,明治期は扇頂の一部及び扇端の乾田を除

き,桑園及び畑地である｡ 1911年の桃の導入以来,学研コ･戦後の強制伐切vcよる減少を除き,面
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横は拡大している｡ 1965年vcは扇央の大部分か果樹vc変わり, 196 7年には肩頂,扇端の水

田もブ ドウ,桃vc転換し,桑園が散在するVC到った｡ かくて水田率は数%～20%で,F,Fmp,Fp

型を夜す｡尚果樹栽培と同時に,各 種労働の共同化,販売観織の確立等,農業構造上の発展を無視

しえない｡

次vE,これらの土地利用区分とカイ分布との対応関係vcっいて触れてみたい｡全般vE水田面積の

減少vc伴ない,カイ或いは太症の分布地域が制約を受けると考えられる｡ 19 25年以降vcカイが

発見された盆地の縁辺部の地域 (D)は,水田率の減少をそれvc代る果樹園面積の拡大vcよって,

生息適地を殆慶あるいは完全vc消波させたと考えられる｡果樹園化の傾向は一部の盆地中央部の氾

濫原低地 (C3)vC及び,次第に適地vc減少していった｡一方現在高密度分布を示す地域(図3の1a)

は,Al,Cl の水田率の高い,停滞的あるいは都市化vcよる衰退傾向vcある農業地域vc相当する｡

特vcCl では,都市化による水田の潰戒を待っ例も多い｡低密5_ながら生息がみられる地域 (図 5

の1b)は,水田率は高いが,畑作として 1年生の換金作物を栽培 し,農業収入の拡大を計る地域

(C2)である｡

b 1割減反の影響24) :田生産調整政策の結果,本地域でも.休耕田が散見される｡ 他作物へ転

換せず,休耕した農家は,労働力不足の場合が多く,雑草あるいは葦等が密生し,カイの至適環境

状況 となっている｡す表わち甲府盆地の本源的生息地の形態をとっていると考えられる｡事実休耕

円VCおいてカイの生息数を調査した結果によると,その増加が認め られる｡ す夜わち休耕田の出現

はカイの分布地域を拡大し,殺兄上の諸問題を起こしているO一･万調査の内訳 (休耕田として放置 し

たか,他作物への転換をしたか｡ )は,最新の土地利用変化の傾向を左右するとともに,農民の農

業への志向を示す指標 となると考えられる｡

そこで, 19 7 0年度の生産調整面積の内訳をWeaver法により型分類 した｡内容は休耕N,疏

菜Ⅴ,果樹 F,桑M等の組み合わせで表わす｡ まず水田率 5 0啓以下 (図4のA2,C3,D)の町

村vcっいてみると,水田率が高い所程N率も高いとい う関係がみられk25-打 しかしそのN率も他地

域す表わち水田率 50多以上の町村に比べれば低 く2 0啓以下であり,Fが壬でFv,Fvm,Vfm

の型をとるO水田率 40多前後の町村でN率は最高の40- 45%近 くを示し,その地域は前述の

土地利用区分のAl,Clにほほ一致する.さらvc水田率が高い町村ではN率は水田率と逆相関を

示して 50- 20啓に低下する｡その地域はC2 VCほほ当るO このC2 地域ではNvを主とLmが

が加わることもあるO -方生産調整の達成率 とN率との間にもか夜り明らかを相関が見出された.26)

すなわち調整達成率が低い所はどN率が高い｡

以上のことか ら水田率が比我的高 く(40- 60多)休耕率も高い (50- 45飾)地域 (A1,
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cl)において,生産調整の達成率が低 く,27) またこの範囲がカイの生息密慶の高い地域 とをって

いる0-万,水田率の低い (50帝以下 )地域は休耕率が低 く,生産調整達成率は極めて高い (150

- 200970)｡ この地域は現在 カイの生息がほとんどみ られていをい｡す夜わち,米の生産調整vc

休耕 という型 で対応 した地域-す夜わちもしこ羊で tやる気指数 "とでもい う表現法が許される怒

らは, この指数の低い地域が現在 カイ生息密産の高い地域 となっているのではあるまいか｡

Cその1･2の要因 :土地利用形態を変化 させる要因は多数考えられる｡ ここでは個々の要因を検

討する程の紙面の余裕はないので,特異を 1･2の事例vcついて触れることとした｡

① 農政 :特 に本地域の場合,最近の準農政の長期開発計画 とその実施を無視 しえない｡す表わち

1969- 77年の間vc適地適作の観点か ら.適応する作物の主産地形成の推進,具体的には,夫

々の地域や作物栽培の構造改善 と技術開発が試み られている. 29) この政策の裏には,本地域の持

つ地下水,気候,土壌等の自然条件や,従来の農業形態上の諸問題等の人文 ･社会条件がある事は

当然である｡

㊤ 地下水のあり方 :本症の撲滅対策 としての.水 田の畑 作 化 (果樹園化 )を抑制する主要因の 1

っとして地下水湧水面の型があると考えられるO 夜久 (1962)50) Vcよる本盆地の地下水は I

～IVの型に分類され,夫々が 2- 5VC細分される｡ I, Tf及びⅡは,漢水面が深 く5 0cm以上で

ある｡ Ⅱlは上昇位置が 20cmと高いが,上昇位置の上下変動が認め られをい｡Ⅲ～Ⅳ 1'は 15-50

-50cmVCある. このうち Ⅰ,Ⅱ型は過湿等の障害なく永年作物の導入が可能であるC,II'型では

上昇期間が 8 0日以上で湧水面の上下変動の夜い地域では永年作物の導入は難 しい｡1ii型は畑作利

用が最も困難で耐湿性の作物の導入を考慮すべきである｡Ⅳ型は湧水面の上昇面は非常vc高いが,

上下の巾が著 しく,短期間で繰 り返されるため,永年作物の導入も不可能ではをい｡ これ らの型の

分布図には多少の問題があるが,最も畑作不能をIP,Ⅲの地域が,釜無川沿いVE-あり, ミヤイ7)ガ

イ高密度地域を含むことは撲滅対策か らみて皮肉を事実である｡

(8) まとめ :本症の衰退vc及ぼす間接的要因として,本地域でも, 日本農業の動向vc伴夜 う種々の

変化が考えられた. 特vc本盆地内の土地利用の変遷vE現われた地域性は,その衰退の地域的差異の

主要因であると推定される｡ 自然 ･社会 ･人文条件vc由来するこれ らの土地利用の変遷は,特vcミ

ヤイリガイの生息適地を限定 して行った. 逆vcカイの側から見る夜らは,かつて生息条件 として不

利 と思われる地域VCも分布 していたが,病理的複合の弱まる過程で,適地vc集約され,分布の偏在

性を生み出す結果 と怒ったとも推定される｡
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Ⅳ 甲府盆地の医学地理学的地域区分一試案一

本稿のまとめVC代 えて,衰退過程 (病理的複合 )の地域性 と問題点をより明瞭vc把握するため,

ミヤイリガイの分布,地形,土地利用,地下水等の諸条件を考慮 して,地域区分を行をってみた

(図5)｡ 各区の詳細夜記載は別稿 vc譲るものとして,このような区分が可能か否か,その区分界

が適切であるか,今後現地調査vcよる地域構造の把握 を試みる公算である｡

図 5 凡 例

,I f lt地 形 南 下Zk50)至芸土器 唇 O-壌 工 ヤ イ T'ガ イ1. や 布速度 凍 息条件 l li そ の 他 …

沖 積 Ⅰ地表水 水田 扇状地砂層 ≠ i-過 水田率 .休耕率ともvc高1,扇状地 あり シル ト層 いo機械化が遅れ,感染月も多い0 本症の危険性ありo

2 沖 積扇状地 I 果樹(秦 )畑 扇状地磯層 - 不 適 高燥で稲作不能,施設園芸,畑作等の集約的複合農業,危険性をLO

5 丘陵地 深い 水田 泥流 + 一部遺 水田率は比較的低 く,休

一部地表水 あり 秦果樹 火山層i 耕率高いo危険性 ありo

4 扇状地 Ⅱ 水 田 水 田土壌 ≠ ･適 都市化が進み,農家人口

性氾濫原 (市衝也 ) (砂壌土 ) の減少,第 2種兼業農家が多いo牛の飼育,危険性ありo

5 氾濫原 l l 水田 水田土壌 -～+ 過 最大の水 地域,水田の

低 地 Ⅱ Ⅳ(u)(iV) 畑 果樹園化不能,機械化進むo乳牛の飼育,危険性あり

6 氾濫原低 地 市衝地 - 不 適 危険性夜し

7 氾濫原低 地 Ij∬-Ⅳ 果樹 過 水種作-果樹園化,観光農業,都電化,かつてカイがいたが現存せず,危険性なLo

8 沖 積 I(Ⅳ) 果樹 扇状地磯層 - 不 適 果園 (桃 )単作
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図 5 甲帝盆地の医学地理学的地域区分図

松井勇先生の御退官vc当たり,拙稿を献呈致します｡ また本稿を摘輩するに涼し ,御校閲を頂い

た浅海重夫先生を始め,山梨県衛生研究肋久津見晴彦氏直 筆く感謝致します｡
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